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◆ 事業評価 実施の背景 -船橋市-
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“社会の変化をとらえられる”、継続的な取り組みが必要

人口構造の変化

デジタル技術の進展

人手不足の拡大

社会の変化に対応 事業の点検・見直しを継続

行革プランに基づく

事業の見直し

引き続き



◆ 事業評価 実施の背景 -国の動向（令和３年当時）-
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政策評価審議会提言（令和3年３月）

現状

の要旨

評価のための評価になっており
改善に必要な分析が不足

特定のやり方にとらわれ、
評価の枠組みの見直しが
行われない

データ等の活用が少ない

行政の評価のあるべき姿

政策の立案・改善の役に立つ評価

形式・方法・手順にとらわれず、
改善を実現することを重視した
適時・適格かつ弾力的な評価

研究やデータに裏打ちされた納得できる評価

(国)



◆ 事業評価とは
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• 施策単位の評価

施策評価

• 個別事業単位の評価

事業評価本
日
の
テ
ー
マ• 総合計画に掲げる施策の進

捗状況を、施策単位の指標の

の推移を分析・評価すること

• 事業の特性や目的に応じて、

事業所管課が点検し、課題

を整理することで、事業の

めざす方向へ推進 より効果的・効率的に

行政評価

で、より効

果的な計

画の推進

を図る

改善・経営

資源の最

適化を図

る
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◆ 事業評価全体のイメージ
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各年度末に取組状況を公表

１年目 ２年目 ３年目 ４年目

対
象
事
業
の
抽
出

P.7 P.8 P.10

課題等の公表

①改善のプラン

[Plan]
課題の抽出・

今後の方向性

を整理

課題の整理 課題解決の取組

改善策の実施

具体的な検討
見直しを着実に進めるため、

最長３か年進捗管理

自主点検



◆ 1年目：課題の整理 -対象事業の抽出-
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テーマ設定 評価の視点

近年開始・拡大した事業

（おおむね３～５年以内に開始・拡大した事業）

初期の目的に対す
る実施状況の点検

事業費の増加・減少が著しい事業

（５年で増加率１２０％以上、減少率８０％以下）

増減理由や持続可
能性

類似・重複している事業

（国・県制度、市の他制度と類似・重複している事業）

類似・重複部分や
必要性

担い手の確保が難しいと思われる事業
（人材の確保・育成、ボランティアの協力を要する事業）

事業の安定性・継
続性

■「自主提案の事業」＋「テーマ設定に該当する事業」を対象事業として抽出

“事業所管課による自主提案の事業”①

②



◆ 1年目：課題の整理 -自主点検と課題の抽出等-
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➢ 事業所管課による自主点検と、課題の抽出

➢ 行政経営課による情報等の補足

自主点検

⚫ 事業評価シート
を作成し、事業
の情報を整理

課題の抽出

⚫ 点検した情報等
を基に、課題を
抽出し、今後の
方向性を整理

事業所管課

行政経営課

✓ 情報の補足

✓ 類似事業の確認

✓ 事業課とは別の視点に

よる課題の確認

点検の視点（例）

実施背景や社会情勢の変化により事業の必要性が低下し
ていないか

目的の達成、市民サービスの向上に有効な手法となって
いるか

デジタル化、委託等による業務の効率化ができないか

現在の制度・実施方法で、今後も安定的に事業継続でき
るか

「他部局の事業と類似していないか」

「継続的に続けていけるのか」

「こういうデータもあるが」



◆ 1年目：課題の整理 -課題等の公表-
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船橋市ホームページにて課題と取組の方向性を公表

令和○年度　事業評価シート

１．基本情報

２．事業実績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

当初予算額

うち一般財源

決算(見込)額

事業費

(単位：千円）

対象者数・

交付件数など

事業概要

(誰に、何を、どうするのか)

実施背景

(事業を実施することになった

背景・要因)

これまでの経緯

(対象者・要件・限度額、

サービス内容などの制度の変

遷)

事業内容

対象者 内容（要件・単価・限度額・サービス内容など）

事業開始年月日

最終改正年月日

事業目的

(実現・達成したいこと)

所属名

事業名称

実施根拠

(条例・規則・要綱等)

３．交付税、国・県補助の有無

有無

４．業務量

常勤職員 会計年度任用職員 再任用(フル) 再任用(短)

人工

従事者数

※　職員１人の労働力　＝　１人工。当該事業の人工を記載。複数人が携わっている場合は、それぞれの人工を合計。

　　【記載方法】　従事者２人、労働力の割合がそれぞれ３割の場合　⇒　合計０．６人工(０．３人工＋０．３人工)

業務頻度

(年１回・月１回など）

人工

国・県補助

(国・県補助への）

上乗せ・横出し

繁忙期

(ありの場合）名称・内容

交付税措置

事業の情報
を記載

現状の課題と
取組の方向性
を記載

シートの読み方例についてはP.12で説明いたします



事業評価の進捗確認を通じて、

事業所管課による取組を促進

行政経営課

◆ 2年目以降：課題解決の取組 -具体的な検討-
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調査・分析

• 事業の詳細分析

• 他市の事例調査 等

対応策の
検討

• 実施時の予測分析

• 改善案の比較検討 等

関係者調整

• 関係部署の調整

• 関係者への周知、
意見聴取 等

事業所管課

➢ 整理した課題等を踏まえ、具体的な検討を進める

例

例

例

◆ 分析・整理・検討の補助

◆ 庁内横断的な調整や合意形成の補助



◆ 2年目以降：課題解決の取組 -改善策の実施-  
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内容の
見直し

拡大・縮小

効率化・
集約化

デジタル
化・
委託化

事業名 見直しの内容

難病疾患患者扶
助費

定額給付により通院分の実績払いのための証明書を廃
止し、公平で簡素な制度とする見直しを図った。入院に
ついては、現在と同様入院月数に応じた実績払いとし、
証明書は同様に廃止した。給付額について、現行の給
付水準を基に、医療上の必要性に応え、受療上必要な
費用を一定程度負担軽減できる額を設定した。

危険コンクリート
ブロック塀等撤
去助成事業補助
金

１メートルを超える危険なコンクリートブロック塀等を
撤去する費用を助成する事業について、市内小学校通
学路の未改修のコンクリートブロック塀等の現状確認
及び所有者訪問を行った。令和7年度よりコンクリート
ブロックの撤去（改修）を促すため、撤去助成限度額の
引き上げ、助成要件の見直しを行った。

狂犬病対策費 動物病院で狂犬病予防注射を受けた際の注射済票発
行及び手数料徴収の事務について、飼い主の利便性向
上と行政事務の効率化を図るため、動物病院への委託
化を行った。

粗大ごみ電話受付
センター事業費

粗大ごみ収集の受付業務について、インターネット受付
及び粗大ごみ処理手数料のキャッシュレス決済に対応
するよう、令和７年４月から委託化を行った。

（例）

内容の見直し

拡大

効率化

デジタル化・
委託化



◆ 2年目以降：課題解決の取組 -取組状況の公表-
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船橋市ホームページにて取組状況を公表

令和○年度　事業評価シート

１．基本情報

２．事業実績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

当初予算額

うち一般財源

決算(見込)額

事業費

(単位：千円）

対象者数・

交付件数など

事業概要

(誰に、何を、どうするのか)

実施背景

(事業を実施することになった

背景・要因)

これまでの経緯

(対象者・要件・限度額、

サービス内容などの制度の変

遷)

事業内容

対象者 内容（要件・単価・限度額・サービス内容など）

事業開始年月日

最終改正年月日

事業目的

(実現・達成したいこと)

所属名

事業名称

実施根拠

(条例・規則・要綱等)

３．交付税、国・県補助の有無

有無

４．業務量

常勤職員 会計年度任用職員 再任用(フル) 再任用(短)

人工

従事者数

※　職員１人の労働力　＝　１人工。当該事業の人工を記載。複数人が携わっている場合は、それぞれの人工を合計。

　　【記載方法】　従事者２人、労働力の割合がそれぞれ３割の場合　⇒　合計０．６人工(０．３人工＋０．３人工)

業務頻度

(年１回・月１回など）

人工

国・県補助

(国・県補助への）

上乗せ・横出し

繁忙期

(ありの場合）名称・内容

交付税措置

取組状況

※令和○年度評価結果に対する各年度の取組状況を記載しています

状況 令和○年度状況 令和○年度状況 令和○年度状況

1 -

2 -

3 -

4 -

所属名

事業名称

項目

課題に対して
行った取組
を記載

別添の資料をご覧ください

事業の情報
を記載

現状の課題と
取組の方向性
を記載



◆ 事業評価のこれまでの取組件数
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累
計 

対
象
事
業

142件

内予算反映

令和7年度まで取組

開始
年度

事業
件数

R４
４６
件

R5
４７
件

Ｒ６
29
件

R7
２０
件

次ページ「予算や
事業に反映された
主な見直し」に掲載

92件

４４件

令和8年度 継続取組

50件



◆ 事業評価による主な見直しと周知・説明
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船橋市ホームページにて「予算や事業に反映された主な見直し」を公表

　令和8年度の予算や事業に反映された主な見直し（事業評価対象事業）

番

号

見直し

の区

分
事業名 事業の見直しの内容

事業所管

課名

評価

年度

1 拡大
防犯施設設置費

補助金

町会・自治会等が管理する防犯灯については、これまで設置

費補助、維持管理費補助を行っていたが、町会・自治会等の

負担軽減のため、希望する町会・自治会等について灯具の移

管を市が受けて維持管理を行うこととした。

自治振

興課
R4

2 廃止

共同生活援助等

支援事業費

（開設準備費補

助金）

グループホームを開設した際に市独自で実施している備品等

購入費用の一部助成については、市内のグループホームが充

足しており、当該助成の必要性が低下していることから、令和

７年度をもって廃止した。

障害福

祉課
R4

3 廃止

共同生活援助等

支援事業費

（スプリンクラー設

置）

グループホームを賃貸物件で開設した際に市独自で実施して

いるスプリンクラー等設置費用の一部助成については、近年、

補助実績がない年度が継続していることから、令和７年度を

もって廃止した。

障害福

祉課
R4

4 縮小
特定退職金共済

掛金補助金

中小企業向け退職金共済制度に対して国等が実施する補

助制度との均衡を図るため、（公財）船橋市中小企業勤労

者福祉サービスセンターが行う特定退職金共済制度に加入し

た事業主に対する市独自の補助について、令和８年度から補

助率及び補助期間を変更し、補助対象とする掛金額に上限

を設けた。

商工振

興課
R4

5 廃止

創業支援推進事

業費

（女性のための

起業セミナー・交

流会業務委託）

令和7年度に実施した参加者を女性に限定した起業支援に

ついて、令和８年度は、女性の起業支援に関する講座（市

民協働課）に統合し両課で連携しながら実施するため、女性

のための起業セミナー・交流会（商工振興課）は令和７年

度をもって廃止した。

商工振

興課
R4

6 拡大
看護師確保対策

事業費

看護職資格を持ちながら現在は就業していない潜在看護師

等の不安を解消し、復職を支援することを目的として研修会を

行っているが、参加機会の拡大を図るため、回数を増やして実

施することとした。

健康政

策課
R5

7 拡大

産後ケア事業費

※令和6年度ま

で、妊娠・出産支

援事業費

市内の宿泊型産後ケア事業実施施設について、夜間の安全

対策体制整備のため、夜間帯に２人以上の助産師等の専

門職を配置することを条件とした夜間加算を新設した。

地域保

健課
R5

• 新任課長セミナー

• 担当者向け説明会
を実施



◆ 今後の事業評価の取組 -取り組み事例の周知-
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事業評価を通じた改善の取組事例を庁内にフィードバックし、

自律的な見直し・改善の一層の促進を図っていく
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